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1.まえがき

わが国では、廃棄物の最終処分場の構造基準が昭和52年に策定されて以来、それまで

野放図であった廃棄物処分場の法的な管理体制が確立している。すなわち、安定型・管理

型・遮断型の 3種類の処分場であり、対象となる廃棄物の内容に応じて浸出水等の安全管

理がなされている。しかしながら、この基準は地盤工学的な立場からみた場合きわめて不

完全なものであり、最近の米国等で実施されている管理基準とはその厳しさにおいて少な

からず差のあるものである。ジオメンブレンの廃棄物処分場への利用技術について、近年

は多くの報告がなされるようになっているが、ここでは上記のような状況を取り上げ、今

後の問題発生を未然に防ぐためにジオメンブレン・ジオテキスタイル等を用いた構造基準

のあるべき方向を米国の例を用いて考察する。

表一 1 廃棄物最終処分場の構造基準

個 )JIJ の 纏 類

(1)埋立地の周囲には、地表水が埋立地の開口部から涜入するのを防止するととができる
ー開渠その他の叡備が被けられているとと.
(2)外剛士切設備は、産業廃棄物権入のための関口部を除き、次の要件を備えているとと
ただし、これと同等以上の効力を有する岩盤等がある部分については、外周仕切設備は
必要でない。
{ηJISA 1108 (コンクリートの圧縮強度試験方法)により潰促した一軸圧縮強度が
250kg/圃2以上のコンクリートで造られ、かつ、 15個以上の厚さであること.
他の材料による場合は、とれと同等以上のしゃ断効力を有すること.
(イ)自重、土圧、水圧、波力、誕鍵等に対して構造耐力上安全であるとと.
(ウ)埋め立てる産業廃棄物、地号制く、地下水及び土鳩の性状に応じた有効な腐創坊止が
講じられているとと.
(3)内部仕切設備は、次の要件を備え、一怪薗の面積がおおむね50m2以下、または埋立容
量がおおむね250m2位C下になるように区画するとと.
σ)一軸圧縮強度が250kg/cm2ruのコンクリートで造ら札かつ、 10cm以上の厚さで
あること.他の材料による場合はとれと同等以上のしゃ断効力を有すること.
(イ)自重、土庄一水圧、波力、雌援ゲ掃に対して織自耐力上安全であるζと.
(ウ)埋め立てる産業廃棄物、地表水、地下水及び土樋の性状に応じた有効な腐敗防止対
策が講じられているとと.

イ |安定型処分場 | 擁壁等は、埋め立てる産業廃棄物の涜出を防止することができ、次の要件を備えている
(3，000m2以上のもの)Iこと.

(η 自重、土圧、水圧、波力、地震プ掃に対して概甜カ上安全であること.
(イ)埋め立てる産業廃棄物、 tl!療水、値下水及び土埠の性放に応じた有効な腐食防止錯置
が講じられていること.

ウ |管理型処分瀦 I (1)擁壁等は、浬め立てる産業廃棄物の流出を防止することができ、次の要件を備えてい
(1.000田2以上のもの) I ること.

(7)自重、土庄、水圧、波力、地震力等に対して櫛笥討カ上安全であること.
(イ)埋め立てる産業廃棄物、組東水、地下水及び土爆の倒犬に応じた有効な腐食防止対策
が講じられていること.
(2)埋立地からの浸出波による公共の水域及び地下水の汚染を防止する為、次に掲げる水
域寺期~止措置古鴇じられていること。ただし、水域汚染防止措置を講じた産業廃寮初
のみを埋め立てる埋立地については、水域号割功止措置の必要はない.
(7)産業廃棄物投入のための関口部及び集水訟傭(水面埋立地処分にあっては排水設
備)の部分を除き、保有水等の漫立地からの浸出を防止できるし平水工を股ける
とと.ただし、しゃ水工と同等以上の効力がある不透水位の地層の部分については、
しゃ水工の必要はない.
{イ}保有水害事を有効に集めることができる堅固で耐久力を有する構造の集水設備(水面
埋立処分にあっては緋水設備)を殻けること.ただし、雨水防止のための措置が講じ
られている埋立地(水面埋立処分を除く)については射殺僻必要でない.
{ウ)集水訟備により集められた保有水等(水面埋立処分にあっては、担体疫備により排
出される保有水等}に係る放流水の水質を「誹水基準を定める総理府令第1条に規定
する排水基準Jに適合させるζとができる浸出液処理設備を設けること.この治合、
放涜水が50..'/自伝fFであっても浸出液処理設備品吃要である.ただし、とれら保有
水等を貯留するため合十分な容量の耐棉遣の貯留船積けられ、かつ、貯留された
保有水等が浸出液処理恕備と同等伝比の性能の水処忍設備で処理される畳終処分場に
あっては、浸出液処理殻備は必要でない.
(3)埋立地の周囲には、地表水が埋立地の開口部から流入するのを防止することができる
開渠その他の波備が設けられていること.
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2.わが国の廃棄物最終処分場の構造基準の問題点

わが国の廃棄物処理は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律J (廃棄物処理法と略され

る)に基づいて実施される。廃棄物処理法では家庭から出るごみやし尿、事務所から出る

紙ごみ等の一般廃棄物と、事業活動に伴うもので特定の種類の産業廃棄物とに区分され、

更に、平成4年度から特別管理廃棄物として毒性・感染性・爆発性等から、より健康や生

活環境に影響の与える恐れのある廃棄物の処理に関する規制強化が図られている。

このような廃棄物の処理施設の設置は年々困難となっており、廃棄物処理施設整備緊急

措置法によって平成2年度までの第6次 5か年計画に引続き、平成3年度から第7次5か

年計画が総額2兆 8300億円の規模で進行中である。しかしながら最終処分場の残余容

量は、現在のところ一般廃棄物で8年分、産業廃棄物で1. 5年分とされている 1)。一般

廃棄物は管理型処分場に処分され、産業廃棄物は安定型・管理型・遮断型の処分場に処分

される。このような 3種類の最終処分場の特徴を示すと表-1のとおりである。処分場の

分類の中では管理型が最も多いが、その具体的な例は図-1のようにまとめられる。これ

法エ
飯
計
法

略 図 要摘

会|粘性土 ミ〈斗乙二三友¥C.L

埋立地道礎地盤を
粘土等不透水位i土
で全面被宿する.

菌

舗 事量

益礎地盤を全面舗
装する.鍾肢はア
スフアルト舗装が
.IIi直で他に、コン
クリート舗義、モ
ルタル吹き付けが

..- Iある.彼

橿

基砲地銀を防水シ
ートで被覆する.
防水シートの種類
には、合成ゴム系
シート、合周自制面

~.:_L 1;系シート{塩ピ)
7て l等がある.

防水シート

部
全面被覆周の材料
を用いて、締め切
り陵備からある長
さだけ畿覆する.分 lブランクット

担聖

竃

C.L 

婦
締詑市町り銀四砂宇ま
たは内に井戸をm
置し、地下水を汲
み出す.

水 11醤水井 γ~立斗不二ごL
法

図-1 管理型処分場の浸出水の遮断工法の例

らの図表から容易に理解されるように、有害な廃棄物を対象とする遮断型の処分場でさえ

も、浸出水の遮断工法は必ずしも充分なものとはいえず、粘土層があればそれだけで遮断

効果が得られるとしている。また降雨の表面流出については処分の対象としているが、表

面からの流入についてはほとんど考慮の対象外となっているし、発生ガスについての対策

にも特別の基準が無い。処分場底面の遮断を合成ゴム系の防水シートによった場合、極端

な例では表面処理が悪いことから空気を取り込んでしまい風船のように膨らんだ為に、作
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まで詳しく定めている。図中のLCRとはLeachatecollection/removal system、FMLとは

Flexible membrance linerの略である。また FMCのCは capを意味している。ダブルライ

ナーとして少なくとも90cm厚さの粘土層上に一層のFMLの敷設を求めている。

FMLとしては一般に高密度ポリエチレン(HDPE)の使用が求められているが、もしそれが破

断しでも最低でも 30年間は浸出水が管理区域外へ流失しない断面構造としている。浸出

水への降雨の影響がきわめて大きいことから、図のように処分場の表面を完全にジオメン

プレンで覆うことを標準としている。発生するガスは速やかに換気する構造となっている

ことにも留意する必要がある。 EPAでは図-3のような表面構造を推奨しており、排水

層と換気層ならびにジオシンセティックからなる詳細な断面となっている 4)。表面の被覆

へ用いるジオメンプレンとしては、地表沈下への追従性から低密度ポリエチレン(LDPE)の

効果が大きいとしている。

また、最近の材料としてベントナイトなどの粘土とジオテキスタイル材料とを合成した

ジオシンセティック粘土ライナーが開発されている。図-4にその例を 3種類示した。こ

のようなジオシンセティック粘土ライナーの透水係数は10-9-10-1Ocm/sで・あり、相互の重

ね合わせ部分として75-150mmとすると十分な止水効果のあることが知られており、更に本

体のジオメンブレンに25-75mmの直径の穴が開いた場合にも粘土ライナーによって止水す

ることが可能であるという報告がなされている引。

土中におけるジオメンプレンやジオテキスタイルの長期安定性に影響する要因として、

化学的・生物的環境下での安定性、基礎地盤の不同沈下や斜面安定による影響、材料その

ものの耐久性や接合部の安定性等が考慮されねばならない。これらに関する統一的な試験

方法や設計施工法・管理法等について今後の整備が必要であるが、少なくとも上述のよう

な厳密な管理の行える廃棄物処分場の整備が求められるところである。

4.あとIJ宝き

このようなダブルライナーシステムを基本とした廃棄物最終処分場は一般の公共領域と

の隔絶を意味しており、わが国のように土地利用上の制約から廃棄物処分場でさえも、跡

地利用を積極的に推進する必要のある国の状況とは同じ土俵で議論し得ない。しかしなが

ら、逆に跡地利用を健全に実施する上でより一層厳密な廃棄物処分場としておく必要があ

るともいえるであろう。そのためには最後に触れたようなジオシンセティック粘土ライナ

一等の合理的な採用が有効であろう。適切に管理された廃棄物処分場の設置のために、多

様なジオメンブレン・ジオテキスタイルの適用に関する研究が今後一層求められる。
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